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１．はじめに
　パリ協定の発効以降、温室効果ガスの削減に向けた方策・政策の導入が進められている。日本国内では、2012年10月に導入された地球温暖化対策税導入以降、新たなカーボンプライシング（carbon pricing, CP）の議論の進展がみられない。これは、地球温暖化対策税の税率が低く、大幅な削減効果が期待できないためである。加えて、2050年までに1990年比-80%を実現するには、CPや再生可能エネルギーなど更なる政策の導入が必要である。
しかし短期的には高いCPは、産業の国際競争力を低減させたり、炭素リーケージを引き起こしたりすることが懸念されている。その対策として、国境調整措置を含む費用緩和措置（cost containment measures）が考案されている。

そこで本研究では、CPの導入による産業への影響を明らかにする。具体的には、2011年の国内産業連関表用いて、費用緩和措置がないケースと費用緩和措置のケースの分析を行う。さらに、費用緩和措置の種類を複数検討することにより、費用緩和措置の効果を比較する。
２．分析方法

炭素税による影響を分析した研究は、多く存在する（下田・渡邉（2006）、Morgenstern et al.（2004）、 Sugino et al. (2013)など）。これらの研究では、産業全体に対して炭素税を導入した際の影響を分析し、炭素集約的（エネルギー集約的）な産業の費用負担が大きいことを明らかにしている。この費用負担の増大により、産業の国際競争力低下について言及しているものの、具体的な対策の分析が少ない。少ない分析のなかで、Sugino et al.(2013)は、大きな影響を受ける業種への費用緩和措置について2種類の方法を比較分析している。
そこで本研究では、2011年国内産業連関表（総務省）と南斉（2018）を用いて、追加的な炭素税による影響を分析する。具体的には、5つのシナリオを分析した（①全企業が対象となる1t-CO2当たり4000円のCPケース、②EU-ETS方式の費用緩和措置のケース、③米国方式；ACES2009のケース、④地球温暖化対策税のケース、⑤その他のケース）。費用緩和措置の範囲を比較する際には、どの程度免税・減税を行うかが問題となる。そこで、本研究では、税収規模が同一になるように、緩和率を設定した。すなわち、地球温暖化対策税の免税対象となる税収規模と同等の規模になるように、EU方式、米国方式、その他方式に適応した。これにより、比較・検討を可能とした。
３．分析結果

全ての業種に対して炭素税を導入した結果、エネルギー集約的な業種である銑鉄やセメント業の費用上昇率が他業種と比較して高くなった。さらに、サプライチェーンを通じた間接費用上昇が見られた。具体的には、銑鉄業から多くの中間投入物を購入している鉄鋼業関連業種の多くが上位に現れた。一方、費用緩和措置を導入した場合、対象業種の費用上昇率を抑える効果が見られた。しかし、費用緩和措置の方法によって、影響が異なることが明らかとなった。また、サプライチェーンを通じた間接的な費用緩和効果も明らかとなった。
４．結論

本研究では、カーボンプライシングの付加により、産業への影響が大きいことが明らかとなった。特に、エネルギー集約的な産業の費用負担が大きく、産業間の差が大きいことが明らかとなった。一方、費用緩和措置を実施した場合、費用上昇率を抑えることが短期的には可能であることが示された。しかし、税収を同額に設定した費用緩和を実施した場合、直接的な費用が抑えられる業種は、費用緩和措置対象となる業種に限定されるため、緩和方法によって異なる結果となった。そのため、制度設計においては、費用緩和措置の効果のみならず、導入の容易さや基準設定・データなどの情報の入手困難さを考慮して緩和措置の方法を決定することが必要となる。
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